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一 はじめに
私が、昭和五十五年に拙稿「集合債権譲渡担保契約書作成上の留意点
（上)」(NBL二〇一号一二頁)、?集合債権譲渡担保契約書作成上の留意点
（下)」(NBL二〇四号三五頁)、において初めて、集合債権譲渡担保につい
ていかに考えるべきか、集合債権譲渡担保契約書をどのように作成するべ
きか、を世に問うたものである。集合債権譲渡担保という命名も、集合物
譲渡担保に対応して、物を債権におき換えると若干似たような担保形態で
あると考え、とりあえず呼称したものである。ところが、これを契機に、
予想をはるかに超えて論議を呼び、学説、判例の積み重ねによって、今
や、集合債権譲渡担保は、実務上はもちろんのこと、学説上も判例上も定
着したと言えよう。また、私は、前掲拙稿において、?本稿は集合債権譲
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渡担保について、契約書をベースに実務上の問題点を提起したのみでさら
に研究を重ねる必要があります。今後の判例、学説、実務の取り扱い方を
注視し、しかるべきときに改めて論じたいものと考えております。」と、
論じており、まさに、その論ずべきときが来たと考え、ここに、集合債権
譲渡担保について、私の考え方を少しまとめるものとする。そこで、本稿
においては、集合債権譲渡担保について、まず、実務がどのように変わっ
て来たのか、債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（債
権譲渡特例法）が実務にどのような影響を与えたのか、について論じ、次
に、判例がどのように変わって来たのか、主な判例の考え方を論じ、そし
て、学説がどのように論じられているのか主な学説を紹介し、それから、
二〇〇五年十月一日施行が予定されている、動産及び債権の譲渡の対抗要
件に関する民法の特例等に関する法律（動産･債権譲渡特例法）が集合債
権譲渡担保にどのような影響を与えるのかを論じ、最後に、私の集合債権
譲渡担保についての考え方を論じ、今後さらに、集合債権譲渡担保につい
てどのような問題を考える必要があるのかを論じることとする。
二 集合債権譲渡担保について実務がどのように
変わって来たのか
１ 昭和五十五年頃の実務
私の前掲拙稿においては、?集合債権譲渡担保は、債務者の経営内容が
悪くなったときに比較的多く使われる担保であり、後日争いが生じやすい
ものであるだけに注意を要します。」と論じている。つまり、当時の実務
では、集合債権譲渡担保は、いわゆる危機対応型の担保として、多く利用
されていた（危機対応型の命名者は椿寿夫先生である＝椿寿夫「集合債権担保
の研究」有斐閣二三三頁)。何故、集合債権譲渡担保が、債務者の経営危機
状態のときに利用されたのかと言えば、将来発生すると思われる多数の債
権をまとめて譲渡担保として、債権者が債務者の正常な状態における取引
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の担保に利用する、いわゆる正常業務型の担保として利用する（正常業務
型の命名者も椿寿夫先生である＝椿寿夫･前掲書二三四頁）には、集合債権譲
渡担保につき特に将来債権の問題、対抗要件の問題において解決されてい
なかったところが多いので不安であり、危機対応型として、極端に言え
ば、無いよりまし、うまく行けば儲けもの、という考え方で、多く利用さ
れていたものと考える。
また、私の前掲拙稿では、契約書式において、将来債権の譲渡について
は、?債権者（譲受人)、債務者（譲渡人）は、債務者が第三債務者（将来債
権の債務者）との取引等により債権を取得するつど債権譲渡の効力が生ず
ることを確認する。」、?債務者は、前項の個々の債権譲渡を確認するため
毎月末日現在および債権者の請求する時点における債務者の第三債務者に
対する債権の金額、内容および弁済期日を上記時点より各７日以内に譲渡
債権の内訳として書面にて債権者宛通知するものとする。」、?債務者は前
項の通知をなした債権について個々にあらかじめ債権者の書面による承諾
を得て個々の債権の譲渡契約の解除をなしたうえ直接に第三債務者より当
該債権を取り立てることができる。」、などと、債権者の権利保全、確保の
ために、非常に慎重な内容の契約書のスタイルとなっている（椿寿夫･前
掲書一二三頁において、椿寿夫先生は、前掲拙稿につき、慎重な論文と指摘さ
れているのは、これらの契約条項について言われているのではないかと思われ
る)。何故、このように、慎重な契約条項となったかと言えば、将来債権
の譲渡の効力の問題、債務者（譲渡人）の取立権の付与の問題など、明確
な答えがなかったことを理由としていた。
２ その後における実務
ところが、実務において、私の前掲拙稿が出た頃から、かなり状況が変
わってくる。信販会社やリース会社などの業務の発展により、集合債権譲
渡、集合債権譲渡担保の必要性が増して来たこと、後で論ずる判例の推
移、学説の展開などもあって、商社などの事業会社においても集合債権譲
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渡担保が重要な担保として位置付けられてきたことから、集合債権譲渡担
保が、正常業務型として多く利用されるようになったのである。特に商社
などでは、取引高が拡大するにもかかわらず、担保として、価値のある不
動産担保を取得することなどが難しいことが多く（どうしても、金融機関
が優先的地位を占めることが多い)、債権担保や動産担保を頼りにせざるを
得なくなるので、集合債権譲渡担保を、正常業務型として扱うことが多く
なったのである（前記の通り正常業務型を早くから唱えられていた椿寿夫先生
の洞察力には敬服する次第である)。
実務において、集合債権譲渡担保を信頼に足る担保と考えるには、集合
債権をどこまで特定する必要があるのか、将来債権についてどれくらい先
までの債権を対象とできるのか、集合債権譲渡の対抗要件をどのようにし
て何時備えるのか、集合債権譲渡の特定、将来債権の範囲、対抗要件につ
いて、解決すべきところであり、これらについて実務ではどのように考え
るのかを論じることとする。
３ 集合債権譲渡担保における債権の特定
集合債権譲渡担保の対象となる債権について、どこまで特定する必要が
あるのか、まず、債権者（譲受人）と債務者（譲渡人）間の問題と、第三
債務者（譲渡債権の債務者)、第三者との問題とに分ける必要がある。
債権者、債務者間では、例えば、?債務者が現在有し、将来有するべき
一切の債権を債権者に譲渡する。」と約定し、それが有効であると解して
も、実際的ではない。債権者としては、この債権譲渡担保設定の見返りに
融資や売買の取引による与信行為をする訳であるから、やはり、どのよう
な売掛債権などの債権を、どれくらいの金額分譲渡するのかを、特定する
必要があり、譲渡を行う債務者においても同様である。譲渡債権につき第
三債務者を特定する必要があるのかについては、譲受人が商社などの事業
会社の取引においては、債権者としては、どのような第三債務者であるの
かは重要なポイントであり、つまり、第三債務者に信用力がなければ、担
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保として価値がないので、第三債務者を特定ないしは想定することは必要
である。ただ、譲受人が信販会社やリース会社などでは、債務者によって
は、あまりにも第三債務者が不特定多数で予め第三債務者を特定できない
ことがあろうが、それでも、第三債務者がどの程度の信用力レベルにある
のかと想定することは必要である。いずれにしても、債権者にとっては、
この集合債権譲渡担保をベースとして与信行為をする訳であるから、譲渡
債権の範囲の特定の仕方は重要である。
集合債権譲渡担保につき、第三債務者、第三者に対抗要件を有するに
は、民法四六七条（指名債権譲渡の対抗要件）をベースに考えると、第三債
務者を特定する必要がある。それには、集合債権譲渡担保契約時におい
て、第三債務者を特定しておく場合と、対抗要件手続を行うときに、第三
債務者を特定する場合とがある。
４ 将来債権の範囲
将来債権について、どれくらい先の将来債権の譲渡が有効かどうか、後
で論ずる最判昭53･12･15（金法八九八号九三頁）が出るまでは、実務に
おいては、不安であり、慎重にならざるを得なかった。この最判以降は、
将来債権が法律的基盤または事実的基盤があれば、一年くらい先の将来債
権の譲渡担保は利用できると考えられて、実務では、そのように対応して
いたところが多いと思われる。そして、さらに、後で論ずる最判平11･
１･29（金法一五四一号六頁）によって、将来八年三ヶ月の間に支払を受
けるべき債権の譲渡が有効とされたことにより、実務では、将来債権が法
律的基盤または事実的基盤があれば、五年先あるいは十年先でも有効と考
えて、対応されていると思われる。
５ 集合債権譲渡担保の対抗要件手続の仕方
集合債権譲渡担保契約書がとりかわされた後、債権者（譲受人）として
は、民法四六七条による対抗要件手続をとりたいところであるが、債務者
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（譲渡人）としては、あくまで担保であり、債務不履行をしていないこと、
取引先の信用を考えることから、民法四六七条による対抗要件手続をとる
ことを留保してもらいたいという強い要請があることが多い。そこで、債
権者としては、やむを得ず、債務者が債務不履行や信用不安などの状態に
なったとき、債務者に代わって第三債務者（譲渡債権の債務者）に債権譲
渡通知をすることができるように、予め債権譲渡通知書を債務者より交付
を受けておくことが多くなされている。ところが、これでは、契約締結時
より十五日間を経過して後に通知がなされることが多く、債務者が破産手
続に入ったなどの場合には、対抗要件の否認となることから、実務では、
集合債権譲渡担保契約の効力が債務者の信用不安時などに発生することと
する、停止条件付集合債権譲渡担保契約とすることが多く行われるように
なった。しかし、後で判例のところで論ずるように、それでも、対抗要件
の否認、或いは危機否認などとされ、債権者としては、債務者のために、
通知留保をし、しかも見返りに与信行為をなしているにもかかわらず、否
認されることになるので、実務上、困難な問題を抱えることとなった。そ
こで、この問題を解決するには、二つの方法しかない。一つは、債権譲渡
特例法に基づく債権譲渡登記を行うことであり、もう一つは、後で論ず
る、最判平13･11･22（金法一六三五号三八頁）におけるような債権譲渡
通知を行うことである。
尚、通知留保型において、対抗要件手続がとられるまでは、債務者の第
三債務者に対する取立権は付与され、私の前掲拙稿のように、いちいち債
権者の承諾を求めることを必要としていないことが、実務的には多く行わ
れている。
三 債権譲渡特例法の実務に与える影響
前述の通り、集合債権譲渡担保について通知留保型では、対抗要件に問
題があり、実務において債権譲渡登記の必要性が強く唱えられ、債権の流
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動化の必要性からもみて、周知の通り、平成一〇年に債権譲渡特例法が制
定されたのである。通知留保型の集合債権譲渡担保において、債権譲渡特
例法に基づく債権譲渡登記を活用すれば、前述の対抗要件否認の問題は、
まず生じないことになり、債権譲渡特例法は、実務界において大いに歓迎
されることとなり、また、集合債権譲渡担保を、正常業務型の担保として
大いに活用されることとなったのである。ただ、債権譲渡特例法が施行さ
れてしばらくは、債権譲渡登記のあり方にも問題があり、混乱が生じて、
集合債権譲渡担保による債権譲渡登記が利用されるものの、必ずしもスム
ーズには利用されなかったのである。主な理由は、次の通りである。一つ
目は、商取引において、法人である譲渡者側に、債権譲渡登記という登記
に対して理解がなく、抵抗感が強かったこと。二つ目は、譲渡者の法人登
記簿に債権譲渡登記の概要が掲載され、特に譲渡債権総額について問題が
あり、(将来債権の譲渡の場合、譲渡債権総額を債権の累積額と考えると、総額
が非常に大きな金額となり、信用不安の一因であると誤解されることもあるか
らである。債権の限度額と考えればよいのであるが、この点が不明確なのであ
る。)、譲渡者の経営上の信用問題が生じるようなことがあったこと。三つ
目は、債権譲渡登記に将来債権の譲渡や根譲渡担保に対して明確な規定が
なく、実務上不安なところがあったこと。
しかしながら、債権譲渡登記が利用されて行くにつれて、譲渡者側にも
債権譲渡登記を活用するメリットが理解されることが多くなり、法人登記
簿に登記概要の内、譲渡債権総額の記載が不要となり信用不安の起因とな
るようなことが無くなり、債権譲渡登記は、集合債権譲渡担保にとって
も、利用され易くなった状況になってきたと思われる。
それでは、集合債権譲渡担保において、今の債権譲渡登記のあり方につ
いて、問題がなくなったかと言えば、必ずしもそうではない。主に、次の
ような問題が考えられる。一つ目は、将来債権の譲渡において、譲渡債権
総額は限度額と明確にするか、金額を明記しなくてもよいとすべきである
（二〇〇五年一〇月一日に施行予定の動産･債権譲渡特例法では、将来債権譲渡
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の場合には、譲渡債権総額を記載しないことになっている)。二つ目は、将来
債権の譲渡において、譲渡債権の発生の原因となる債権の始期については
記載が必須であるが、終期については任意となって実務上混乱が生じたが
（将来債権については終期も記載は必要となる＝最判平14･10･10金法一六六五
号五四頁)、終期が必要であれば必須と明記すべきである（この点、動産･
債権譲渡特例法によって政令などによってどのようになるかは、注目すべきと
ころである。)。三つ目は、債権譲渡登記の概要とはいえ、譲渡者側の法人
登記簿に債権譲渡登記があることが記載されることは、この債権譲渡に全
く関係のない第三者にも目に触れることになるので、避けるべきと考え
る。ただし、この問題については、動産･債権譲渡特例法において、法人
登記簿とは別の登記ファイルによって登記概要が見られることとなり、解
決することになる。
債権譲渡特例法により、実務において債権譲渡登記を活用することのメ
リットが大いに生かされることになってきたが、動産･債権譲渡特例法に
よって、さらに活用の幅が広くなることが予想されるが、長年実務に携わ
り、随分以前から債権譲渡登記と動産譲渡登記の必要性を説いてきた私に
とっては、感慨深いものがある（拙稿「変わりつつある担保実務事情」金判
九八〇号二頁において、?このように、債権譲渡担保、動産譲渡担保ともに多く
の問題を抱えつつ、危機対応型から正常業務型に変化しようとしている今日、
早急に解決すべきは対抗要件の問題であり、そのためには、担保設定を然るべ
く登録等によって行うなどにより、公示制度を確立することが急務である。」、
と論じたのが平成七年一二月であるが、この論文を契機に法務省の寺田 逸郎氏
と私が中心になって債権譲渡･動産譲渡の登記制度をどのように創設したら良
いのかについての研究会を立ち上げて、勉強を重ねて来たのが今日の立法化に
結びつくのである。)。
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四 集合債権譲渡担保にかかわる最近の主な判例
集合債権譲渡担保については、今日では、判例上も確立されたと言える
が、どのような判例が積み重ねられて来たのか、最近の主な判例の内特に
重要な判例について論ずることとする。集合債権譲渡担保においては、将
来債権譲渡の有効性、譲渡債権の特定、対抗要件、譲渡禁止特約などが論
点となるが、これらに関する判例を取り上げることとする。
１ 最判昭和五三年一二月一五日（金法八九八号九三頁他）
この判例は、将来債権譲渡の有効性を認めた有名な判例であり、ここで
は詳しく論じないが、その考え方についてポイントを述べることとする。
この事案は、医師が社会保険診療報酬支払基金などの支払担当機関から支
払を受ける将来の診療報酬債権の譲渡の有効性についてのものであるが、
この判決では、?対象譲渡債権は、医師が通常の診療業務を継続している
限り、将来生じるものであっても、それほど遠い将来のものでなければ、
特段の事情のない限り、現在すでに債権発生の原因が確定し、その発生を
確実に予測しうるものであるから、始期と終期を特定してその権利の範囲
を確定することによって、これを有効に譲渡することができる。」、とし
て、診療報酬債権を将来一年分にわたり譲渡するとした債権譲渡契約を有
効として、それに基づく確定日付ある債権譲渡通知の対抗要件を認めたの
である。
この１の判例では、たまたま、将来債権につき一年分であったにもかか
わらず、一年分の将来債権譲渡が有効であるかのように下級審判例や執行
実務において考えられ（この考え方については、批判的な有力な学説がある
が、これは後で少し論ずる)、企業実務においても慎重な対応がとられてい
た（例えば、将来債権譲渡につき、一年毎に対抗要件措置をとるなど)。
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２ 最判平成一一年一月二九日（金法一五四一号六頁他）
将来債権譲渡につき、将来債権発生の可能性が確実であると見られる場
合に、一年分に限定する必要はないという考え方が当然のことと思われて
いたところ、この判例が出て、まさに待ちに待った判例となったのであ
る。(拙稿「待ちに待った将来債権の譲渡に関する最高裁判決」金法一五三九号
一頁）
この判例も、あまりにも有名であり、考え方のポイントを述べることと
する。この判例は、医師が社会保険診療報酬支払基金から将来八年三ヵ月
の間に支払を受けるべき各月の診療報酬債権の一部を目的として債権譲渡
契約を締結した場合に、この債権譲渡契約を有効とし、同基金に対する確
定日付ある通知の対抗要件を認め、契約締結後六年八ヵ月目から一年間の
間に発生すべき目的債権についても有効としたものである。２の判例によ
って、将来債権について、一年分だけでなく、八年三ヵ月分のものを有効
としたのであり、画期的な判例と言えよう。また、この判例において、特
定性については、?債権譲渡契約は、譲渡債権が、その発生原因や譲渡額
などをもって特定される必要があり、将来の一定期間内に発生し、または
弁済期が到来すべき幾つかの債権を譲渡の目的とする場合には、適宜の方
法により右期間の始期と終期を明確にするなどして譲渡の目的とされる債
権が特定されるべきである。」、としている。この考え方は、１の判例と同
様であると思われる。今のところ、最高判例では、譲渡債権の特定につい
て、始期と終期にこだわっているように思われる。しかし、２の判例で
は、?将来債権を目的とする債権譲渡契約は、契約当事者は、譲渡債権の
発生の基礎を成す事情を斟酌し、右事情の下における債権発生の可能性の
程度を考慮した上、右債権が見込みどおり発生しなかった場合に譲受人に
生ずる不利益については譲渡人の契約上の責任の追及により清算すること
として、契約を締結するものとみるべきで、右契約の締結時において右債
権発生の可能性が低かったことは、右契約の効力に影響を与えない。」、と
している。さらに、２の判例では、?債権譲渡契約締結時における譲渡人
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の資産状況、右当時における譲渡人の営業等の推移に関する見込み、契約
内容、契約が締結された経緯等を総合的に考慮し、将来の一定期間内に発
生すべき債権を目的とする債権譲渡契約について、右期間の長さ等の契約
内容が譲渡人の営業活動等に対して社会通念に照らし相当とされる範囲を
著しく逸脱する制限を加え、又は他の債権者に不当な不利益を与えるもの
であると見られるなどの特段の事情の認められる場合には、右契約は公序
良俗に反するなどとして、その効力の全部又は一部が否定されることがあ
るものというべきである。」、としている。
２の判例によって、集合債権譲渡担保における将来債権の、特定性につ
いて、指針が明らかになったものと考えられる。
３ 最判平成一六年七月一六日（金法一七二一号四一頁）
集合債権譲渡担保において、実務上悩ましいのは前記の通り、対抗要件
措置の問題である。前記と重なるが、説明する。債権譲受人（債権者）に
とっては、集合債権譲渡担保契約締結時において、譲渡人（債務者）から
譲渡債権の債務者（第三債務者）に対して第三債務者への通知または第三
債務者の承諾をとることが必要であるが、債務者としてはあくまでも担保
であり、債務者の債務不履行や信用不安でもない限り、特に債務者の対外
的信用を考えて、第三債務者への通知を留保する、いわゆる通知留保型と
してもらいたいという債務者の強い要請があることが多い。そうすると、
債権者としては、集合債権譲渡担保契約を締結するものの、債権譲渡対抗
要件措置はとらずに、予め債務者より債権譲渡通知書を預かっておき、債
務者の信用不安時などに債務者に代わって第三債務者に債権譲渡通知を行
うのである。ところが、債務者が破産宣告（旧破産法）など（新破産法、会
社更生法、民事再生法と同様）になると、旧破産法七四条一項などによる権
利変動の対抗要件否認とされるのである。そこで、実務では、この対抗要
件否認を免れるために、最判昭48･４･６民集二七巻三号四八三頁の考え
方を採り入れて、債権譲渡の効力発生を停止条件（条件として、債務者の
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信用不安など）にかからせることにより、旧破産法七四条一項所定の一五
日の起算日を条件成就日まで繰り下げることができると考えて、停止条件
付集合債権譲渡担保契約が活用されることが多くみられた。この停止条件
付集合債権譲渡担保契約につき、下級審判例では、否認権行使否定説をと
るものもあったが、最近では、否認権行使肯定説が多くみられた（飯島敬
子「集合債権譲渡担保契約の否認」判タ一一〇八号二〇頁参照)。否認権行使
肯定説の考え方としては、①、停止条件付集合債権譲渡担保そのものを非
典型担保としてとらえて、担保権は契約時に発生すると考えて対抗要件否
認を肯定する考え方（長井秀典「停止条件付集合債権譲渡の対抗要件否認」判
タ九六〇号三七頁、大阪高判平10･９･２金法一五二八号三六頁など)、②、
停止条件付集合債権譲渡担保契約を信義則上あるいは破産法の対抗要件の
否認権行使を免れる目的の脱法行為としてとらえて対抗要件否認を肯定す
る考え方（大阪地判平14･９･５金法一六七〇号六五頁など)、③、停止条件
付集合債権譲渡担保契約を信義則に照らしあるいは破産法の否認制度の潜
脱を目的とする脱法的な契約としてとらえ、旧破産法七二条一号（故意否
認)、二号（危機否認）の準用または類推適用により否認を肯定する考え方
（東京地判平10･７･31金法一五二九号六一頁など)、などがある。このよう
な情況下で、最高裁の考え方が注目されていたところに、３の判決が下さ
れた。
３の判例では、?債務者の支払停止等を停止条件とする債権譲渡契約に
係る債権譲渡は、債務者に支払停止等の危機時期が到来した後に行われた
債権譲渡と同視するものであり、破産法七二条二号に基づく否認権行使の
対象となると解するのが相当である。」、としたのである。つまり、３の判
例では、停止条件付債権譲渡契約は、契約の内容、その目的等にかんがみ
ると、当該契約は、破産法七二条二号（危機否認）の規定の趣旨に反し、
その実効性を失わせるものであると考えたのである。３の判例ならびに下
級審判例の動向からみて、通知留保型の集合債権譲渡担保は、停止条件付
であってもなくても、破産法に規定される危機否認、故意否認、対抗要件
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否認の対象となるということである。この考え方は、新破産法においても
変わらないと考える（ただし、私見では、債権者としては、集合債権譲渡担保
と見返りに相応の信用供与を債務者に為しているのであれば、これを否認の対
象とするのは、むしろ逆に、権利の濫用であり、当然には否認とならないと考
える。)。
債権者としては、通知留保型の集合債権譲渡担保が使えないとなると、
前記の通り通知型か債権譲渡登記型しかない。
４ 最判平成一三年一一月二二日（金法一六三五号三八頁他）
集合債権譲渡担保については、譲受人（債権者）が譲渡人（債務者）か
ら集合債権を譲受ける（譲渡担保設定）ものの、譲渡債権の債務者（第三
債務者）に対する取立て権限は、債務者が債権者より授与される方式をと
ることが多い。この集合債権譲渡の対抗要件として、集合債権譲渡担保設
定時に、債務者より第三債務者に通知を行うか、債権譲渡登記をするの
か、ということになる。債権譲渡登記については、債権譲渡特例法により
対抗要件として認められているので問題はないが、債務者に対して取立権
限を付与したまま、債務者から第三債務者への債権譲渡通知が第三債務者
ならびに第三者への対抗要件となるのかという問題がある。拙稿･前掲
「集合債権譲渡担保契約書作成上の留意点」の頃には、この点が明確では
なく、実務上は非常に慎重な対応をしたのであるが、今日ではどうかとい
うことである。
４の判例では、集合債権譲渡担保契約が締結されて（債務者が債権者に
対する債務を担保するため、債務者･第三債務者間の継続的取引契約に基づき、
債務者が第三債務者に対し現在有し、今後一年の間に発生する売掛金債権を一
括して債権者に譲渡し、債権者が第三債務者に対して譲渡担保権の実行通知を
する時までは、譲渡債権の取立てを債務者に許諾し、債務者が取り立てた金銭
について債権者への引渡しを要しないこととした)、その後、債務者が第三債
務者に対して、?債務者は、債務者が第三債務者に対して有する本件債権
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につき、債権者を権利者とする譲渡担保権を設定したので、民法四六七条
に基づいて通知する。債権者から第三債務者に対して譲渡担保権実行通知
がされた場合には、本件債権に対する弁済を債権者になすこと（それまで
は債務者が第三債務者に対して取立権限を有する)。」という内容の確定日付
ある通知がなされた、という事例において、かかる集合債権譲渡担保契約
をベースとした債権譲渡通知に、民法四六七条による第三債務者対抗要
件、第三者対抗要件を認めたのである。４の判例によると、集合債権譲渡
担保設定において、債権者が債務者に、所定の事由（信用不安など）があ
るまでは、第三債務者に対する債権の取立権限を付与することができ、債
権譲渡通知を行うものの譲渡担保権設定をした旨の記載も認められるの
で、債務者の対外的信用を言訳とする通知の留保の理由は通りにくくな
り、債権者としても使い易くはなると考える（ただし、それでも債務者が通
知留保にこだわるのであれば、債権譲渡登記しか方法はない。)。また、４の判
例において、債権者から第三債務者に対して直接に確定日付によらない譲
渡担保権の実行通知がなされたのは、債権譲渡特例法による債権譲渡登記
に基づく実行通知と付合する考え方であると言えよう。
４の判例と２の判例によって、集合債権譲渡担保における将来債権の譲
渡通知による対抗要件について、基本的な考え方が確立されたものと言え
よう。
ところが、この４の判例の判決の直後に、国（関東信越国税局長）は、
４の判例の判決によって譲渡担保権者に帰属することが確定したばかりの
譲渡担保権者の供託金還付請求権を差し押さえたのである（４の判例の差
押えの対象が債務者〔譲渡人〕の第三債務者〔債務者〕に対する売掛代金債権
であったのに対して、これは、国税徴収法二四条に基づいて譲渡担保権者の物
的納税責任として、かかる供託金還付請求権を差押えの対象としたのである)。
そこで譲渡担保権者は債権譲渡の対抗要件具備時が基準であるとの考え方
でこの差押の取消処分を求めたところ、原審のさいたま地判平15･４･16
金法一七二三号五三頁では、譲渡担保権者の主張を採用して差押処分の取
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消しを認めた。しかしながら、控訴審の東京高判平16･７･21金法一七二
三号四三頁では『将来発生すべき債権を目的として集合債権譲渡担保契約
が締結され、確定日付ある通知による対抗要件が具備された後、譲渡人に
ついて滞納国税の法定納期限が到来し、その後に譲渡担保契約にかかる債
権が発生した場合、国税徴収法二四条六項の「譲渡担保財産となったと
き」とは、当該債権が発生したときと解すべきであるから、譲渡担保権者
は同条の物的納税責任を免れることができない。』としてこれを覆し、譲
渡担保権者の請求を棄却したのである。この東京高判平16･７･21の考え
方には、大いに異論があり、これでは４の判例の考え方は全く骨抜きにな
ってしまい、また、債権譲渡登記の場合と合わせて考えると、理解に苦し
むことになる。この反論については、私は別に論ずるとして、上告受理申
立てがなされており、最高裁の判断が待たれることになる（この判例の考
え方に反対する見解として、池田真朗「将来債権譲渡担保における債権移転時
期と譲渡担保権者の国税徴収法二四条による物的納税責任―東京高判平16･7･
21の検討―」金法一七三六号八頁がある。)。
なお、４の判例に関連した問題として、指名債権譲渡の予約について、
対抗要件措置がとられた場合に、それだけで民法四六七条の第三者対抗要
件を有するかと言う問題があるが、最判平13･11･27金法一六三四号六三
頁では、?本件譲渡予約については確定日付ある証書により第三債務者の
承諾を得たものの、予約完結権の行使による債権譲渡について第三者に対
する対抗要件を具備していない債権者は、本件債権の譲受けを第三者に対
抗することはできない。」、とされた。この判例と４の判例から言えること
は、集合債権譲渡担保における債権譲渡通知は、債権譲渡予約通知とか債
権譲渡担保設定通知だけではなく、きちんと民法四六七条に基づく通知･
承諾による第三者対抗要件を備えておくことが必要であるということであ
る。
集合債権譲渡担保の変遷（堀) 205
５ 大阪高判平成一六年二月六日（判時一八五一号一二〇頁）
集合債権譲渡担保設定に際して、対象債権につき譲渡禁止特約が付され
ているかどうかを確認することは、重要なことである。譲受人（債権者）
としては、譲渡人（債務者）に問い正しても、債務者に嘘をつかれてしま
うと限界がある。債権者にとって、どこまでが善意と言えるのか、どこま
でが悪意といえるのか、どこまでが重大な過失と言えるのか、難しい問題
である。最高裁判例としては、最判昭48･７･19民集二七巻七号八二三頁
において、?譲渡禁止の特約の存在を知らずに債権を譲り受けた場合であ
っても、これにつき譲受人に重大な過失があるときは、悪意の譲受人と同
様、譲渡によってその債権を取得し得ない。」、とされている。
５の判例では、銀行が多額の融資の見返りに債務者の取引先に対して有
する多額の売掛金債権に集合債権譲渡担保を設定して債権譲渡特例法に基
づく債権譲渡登記をしたが、同債権には譲渡禁止特約が付されており、同
債権につき他の債権者などとの権利競合となり、?本件において、当該銀
行は、銀行としての高度な専門的知識経験及び調査能力に照らして要求さ
れる最低限度の注意を払い、譲渡禁止特約の有無という債権譲渡担保を行
う際の基本的かつ初歩的な事項について正しく理解をすれば、これを確認
調査することが容易であるのに、上記事項について正しい理解を欠いたた
め、必要な確認調査を怠り、本件債権譲渡を受けたものである。したがっ
て、当該銀行は、本件債権譲渡の際、譲渡禁止特約の存在を知らなかった
ことについて、悪意と同視し得る重大な過失があるものというべきであ
る。」、とされている。５の判例のケースでは、銀行の立場と多額の融資に
おける多額の売掛金債権譲渡担保設定を考慮して、判断されたものと考え
られるが、集合債権譲渡担保実務に与える影響は大きい。上告がされてお
り、注目すべきところであったが、最決平16･６･24金法一七二三号四一
頁によって上告棄却･不受理の決定がなされたことにより５の判例の考え
方が確定したことになる。
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五 集合債権譲渡担保に大きく影響を与えた
最近の主な学説
集合債権譲渡担保に関して特に論点になるところは、特定、将来債権の
期間、対抗要件、譲渡禁止特約などが考えられるが、これらについて、学
説がどのように論じられているのか、最近の重要と思われる学説をとり上
げることとする。
１ 譲渡債権の特定について
私は、長年実務に携わっていたこともあって、集合債権譲渡担保におい
て、譲渡債権の特定については、きちんとしておかなければならない、不
明確なものでは対抗要件との関係もあり信頼に足る担保にはならないとい
う考え方が強くあり、将来債権に関しては、法律的基盤もしくは事実的基
盤が必要であると考えている。ところが、学説では必ずしもそうではな
く、特定について幅広く考えられている。椿寿夫先生は、?ところで、こ
の対象債権の範囲をどういうふうにして特定するかという基準につきまし
ては、いろいろな点が問題になるのはご承知のところだと思います。たと
えば、古典的論点は、債権発生の可能性は法律的可能性でなければいけな
いか、事実的可能性で足りるか、いやそんなものは不要かという論点は昔
から議論されておりまして、於保不二夫先生が事実的可能性という緩かな
基準を昭和の初期頃に論文でお書きになったことなどは、すでにご存じの
ところでしょう。しかし、私どもがここでとり上げます正常業務型かつ独
立型機能の集合債権担保につきましては、リース会社など Sのほうで自
分の債権が発生するかどうかわからないなどということを問題にする必要
はないと思います。これも私の現在強調したい観点からすれば、いわなく
てもいい問題です。と申しますのは、リース取引によって発生するとなっ
ているのでありますから、こういう議論は法律的基礎説であろうと事実的
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基礎説であろうと不要になるからです。正常業務型にはっきり限定して論
ずる限り、こういう古典的議論も私からすれば不必要ということになりま
す（椿寿夫･前掲「集合債権担保の研究」一九七頁)。」、と論じられており、
譲渡債権の発生可能性の有無を有効要件とする必要はないと考えられてい
る。この考え方は、高木多喜男先生も同様であり、?一般的抽象論として
はともかく、集合債権譲渡担保についていえば、可能性の観点から、全体
として無効となるということはありえない。契約時には、現存する債権も
あれば、すでに法律的原因の存する将来債権もあり、問題は、集合債権譲
渡担保契約が、いかなる範囲の将来債権をカバーしうるかという形で生
じ、しかも、現実にこのような問題が生ずるとすれば、現実に発生した債
権をめぐってであるから、契約時に発生可能性がなかったという論理で、
この問題を処理するということは、きわめて不自然であり、むしろ、後述
の特定性･包括性の観点、または、対抗要件の側から解決されるべき問題
である。」、?将来債権を担保の対象とすると、将来発生する債権は、いろ
いろなものがありえ、その意味で、特定の債権ではなく、不特定債権を対
象とする譲渡担保ということができる。」（高木多喜男「集合債権譲渡担保の
有効性と対抗要件（上）NBL二三四号一〇頁)、と論じられている。椿寿夫
先生の考え方、高木多喜男先生の考え方は、まさに現代的な考え方であ
る。判例の考え方も合わせて、譲渡債権の発生可能性、特定の問題につい
ては、後記私見のところでも少し論じることとする。
譲渡債権の特定について、特に問題となるのは、第三債務者の特定の問
題であるが、これも、後記私見のところで少し論じることとする。
２ 将来債権の期間について
譲渡債権の中で将来債権について、どれくらい先の将来に発生する債権
の譲渡が有効となるのかという問題は、既に紹介した判例により一応の結
論が出されたものであるが、学説においてはどうかということになる。
池田真朗先生は、?本判決（前記２の判例＝最高裁平成一一年判決）は、
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長期の将来債権譲渡に最高裁が明確な承認を与えたという意味で、確かに
待ち望まれていた判決であり、高い評価を与えてよい判決であるといえる
（池田真朗「債権譲渡法理の発展」弘文堂、二五九頁)。」、?本平成一一年判決
の前掲判旨一の部分は、診療報酬債権に限った説示ではなく、将来発生す
べき債権の譲渡契約全般にわたって、発生可能性の高さを問題にしないと
いうことであるから、一方で判旨が要求している「特定性」の基盤さえ満
たせば、賃料債権、売掛金債権、立替金債権等、他の種類の将来債権譲渡
にも敷衍することが可能としてよかろう（池田真朗･前掲書二六〇頁)。」、
と論じられ、前記１の判例＝最高裁昭和五三年判決以降の、将来債権を一
年に限って認めるという見解に反対されていたので、私と同様、前記２の
判例の考え方を高く評価されている（将来債権を一年に限って認める考え方
に批判的な考え方として、中野貞一郎･民事執行法［第二版］(青林書院･一九
九一年）五二七頁がある)。
３ 対抗要件について
集合債権譲渡担保における対抗要件については、前記４の判例＝最高裁
平成一三年判決があり、私は、この判例の考え方に異論はないが、対抗要
件についての学説を少し取り上げることとする。高木多喜男先生は、?た
とえ、通知･承諾時に、発生を予測しえなかったような債権でも、通知
（承諾については後述）に示された債権と、右債権との間に同一性が認識し
うる程度に具体的に示されておれば、対抗力を認めてよい。たとえば、通
知に将来一年以内に発生する売掛金代金債権と示されておれば、将来発生
した債権が売掛代金債権であれば（それが通知当時その発生を予測しえたか
どうかは問うことなく)、第三債務者に同一性の認識があるといってよい。
少なくとも期間（一年位）と、債権の種類（発生原因の特定）が具体的に示
されておれば、その範囲内の債権については、その譲渡について対抗要件
の効力が生ずると考えてよいのではないかと考えている（高木多喜男･前
掲論文（下）NBL二三五号二五頁)。」、と論じられ、４の判例よりも、はる
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か前に同様の見解を示されている。また、通知の対抗力の発生時期につい
ては、高木多喜男先生は、?現存債権の通知であれ、将来債権の通知であ
れ、通知時に対抗力が生ずると解してよい。また、このように解すること
が、集合債権譲渡担保を担保として育成していくうえに必要である（高木
多喜男･前掲論文（下）NBL二三五号二六頁)。」、と論じられている。前記
２の判例以降では、池田真朗先生が、将来債権譲渡の対抗要件の効力存続
期間については（一回の対抗要件具備で将来何年分にもわたって有効か)、
?平成一一年判決は、譲渡時から六年七ヵ月経過後に発生した債権につい
てその譲渡の効力を認め、対抗要件を具備していた譲受人を差押債権者に
優先させているのであるから、実務としては、少なくとも六、七年は一回
の対抗要件具備で有効という理解で処理を行って差しつかえないことも、
とりあえずはいえるであろう（池田真朗･前掲書三八〇頁)。」、と論じられ
ている。また、将来債権の対抗要件の効力発生時期については、?平成一
一年判決では譲受人が昭和五七年に平成三年までの将来債権の譲渡を受け
てその譲渡が通知され、差押債権者が、平成元年五月に、平成元年七月か
ら発生する債権の差押をした事案で、譲受人が差押債権者に優先すると判
示していることから、将来債権譲渡の第三者対抗要件の効力発生時期は、
各将来債権の発生時ではなく対抗要件具備時であることを前提にしている
と解される。実はこのことは、将来債権譲渡を実効性あらしめるためには
当然のことなのであり（そうでなければ右のようなケースを想定したとき譲
受人は安心して譲受けができない)、より明示的な判例が欲しいところであ
る（池田真朗･前掲書三七八頁)。」、と論じられている。また、近江幸治先
生は、?通知は第三債務者に対してされるものであり、第三債務者が将来
債権が譲渡されたことを認識できればよいのであるから（他の第三者は第
三債務者を情報源として取引に介入してくる)、通知の到達時としてもいっこ
うに差しつかえない（近江幸治･民法講義Ⅲ担保物権第２版成文堂349頁)。」、
と論じられている。この対抗要件の問題についても、私見のところで少し
論ずることとする。
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４ 譲渡禁止特約
集合債権譲渡担保において、譲渡債権に譲渡禁止特約があれば、担保と
して利用できないことになり、担保実務を阻害する要因となるのである。
債権の流動化においても、同様である。池田真朗先生は、?私見は、譲渡
禁止特約の第三者効の合理性について否定的であり、立法論としては四六
六条二項全体の削除を提案したいと論じたことがある（池田真朗･前掲書
三三七頁)。」、と論じられ、民法四六六条二項については、債権的効力説
をとられている。
六 動産･債権譲渡特例法の集合債権譲渡担保に
対する影響
動産･債権譲渡特例法によって、将来債権譲渡につき、第三債務者を不
特定とする登記が認められたことは、集合債権譲渡担保に与える影響は非
常に大きい。従来の民法四六七条の対抗要件では、考えられないことであ
る。譲渡債権につき、第三債務者が不特定となると、譲渡債権の範囲など
も債権の種類は売掛金債権などと特定し、債権の発生の始期と終期を特定
し、登記の存続期間を一〇年以内とするにしても、その他は不特定とせざ
るを得ない。それでも、債権譲渡登記により対抗力を備えるのである。そ
うすると、この動産･債権譲渡特例法をベースに考えられる集合債権譲渡
担保の考え方が、登記をしない従来型の集合債権譲渡担保にも民法四六七
条の対抗要件の限界があるにしても、大きく影響を与えるものと思われ
る。これらの点も含めて、私見で私なりの考え方を論ずることとする。
七 私 見
以上で、集合債権譲渡担保の変遷について、判例と学説を少し紹介しな
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がら、駆け足で論じて来たが、集合債権譲渡担保に関して論ずべき点がい
くつかあるので、私の考え方を踏まえて論ずることとする。
１ 将来債権の特定の仕方（期間を含めて）
集合債権譲渡担保において、譲渡する対象の将来債権をいかに特定する
かであるが、法律的基盤あるいは事実的基盤があれば特定し易い。譲受人
（債権者）としても譲渡人（債務者）に対して、正常業務型として、集合債
権譲渡担保設定の見返りに信用供与をする訳であるから、実務上は、譲渡
債権につき、法律的基盤あるいは事実的基盤を必要とするのである。椿寿
夫先生や高木多喜男先生のお考えのように広く解するとしても、それなり
の取引実績とか取引の基盤がなければ（例えば、どのような第三債務者がい
て、どれくらいの債権が発生する見込であるのか)、担保として使えないから
である。このことは、債権譲渡登記型においても、将来債権につき第三債
務者を不特定としても良いと言っても、同様である。ただ、譲渡人と譲受
人の当事者間の契約であるから、当事者間で合意しておれば、公序良俗に
反しないことなどであれば、譲渡債権を第三債務者の不特定を含めて、譲
渡債権の種類の特定と期間の定めがあれば有効であると考える。判例で
は、どの程度の特定を必要とするのかは、必ずしも明確ではない（最判平
12･４･21金法一五九〇号四九頁においても予約型集合債権譲渡担保につき、
他の債権から識別することができる程度に特定されていれば足りるとされてい
るが、これとて明確な基準はない。)。しかし、前記１の判例、前記２の判例
においては債権の始期と終期を特定するなどとしてと、期間にはこだわっ
ているので、期間は必要であると考える。これは、第三債務者不特定の債
権譲渡登記でも同様であると考えられる（登記の存続期間とは別に)。
それでは、どれくらい先の将来の債権譲渡が認められるかであるが、法
律的基盤があれば、譲渡債権の原因となる契約期間がベースとなるであろ
うし、事実的基盤があれば、過去の実績からみて、十年くらいでも構わな
いと考える。債務者不特定の債権譲渡登記の存続期間に合わせて考えると
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一〇年が一つの基準となるかも知れない。
２ 将来債権譲渡の対抗要件
集合債権譲渡担保において、譲渡債権の特定性について広く解して設定
しても、対抗要件を備えなければならない。債権譲渡登記型であれば、債
権譲渡特例法に従って登記をすれば対抗力を有するので良いが、問題は、
債権譲渡通知型の場合である。これには、第三債務者対抗要件と第三者対
抗要件に分けて考える必要がある。第三債務者対抗要件については、譲渡
人（債務者）から第三債務者への債権譲渡通知書に、譲渡債権の特定が、
例えば、将来一〇年間にわたり発生する売掛金債権一切となっていても、
第三債務者にその内容が認識することができれば、それで対抗力を有する
と考える（第三債務者の承諾でも同様)。しかし、譲渡債権に権利競合する
他の債権者（第三者）がいる場合に、第三者対抗要件を有するのかであ
る。将来債権譲渡については、あくまでも、将来であり、債権の種類の特
定はできても、債権額などは特定できない。前記２の判例、前記４の判例
からみると、やはり、譲渡債権の種類、譲渡債権の始期と終期を定めるな
どの期間は少なくとも必要であると考え、包括的な債権譲渡では、不当に
第三者の権利を侵害するとして、対抗力が認められないと考えられる。
将来債権の譲渡通知（承諾）による第三者対抗要件の効力発生時期であ
るが、高木多喜男先生、池田真朗先生、近江幸治先生のお考え通り、通知
（承諾）による対抗要件具備時と考えるが、前記２の判例、前記４の判例
からも、そのように解して良いと考える。
３ 集合債権論＝集合物論に対比して
動産･債権譲渡特例法によって将来債権につき債務者不特定の登記が認
められることにより、集合債権譲渡担保が、集合動産譲渡担保にかなり類
似した担保になり得るのではないかと考える。集合債権譲渡担保設定時
に、債権の種類を特定し債権発生の始期と終期を定め、登記の存続期間を
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定めるも、第三債務者は不特定であり、将来どれくらいの債権が発生する
か分からないが、債権譲渡登記をすることによって対抗要件を備え、将来
発生する債権の譲渡も、登記時点で対抗力を備えることになる。というこ
とは、現在債権ならびに将来債権の債権のかたまり、債権群（?集合債権」
とは、すでに発生している債権（既発債権）および将来発生する債権（将来債
権）を包括した「債権群」をいう（集合物概念)、この債権群を一括して担保の
目的物にしようとするのが、集合債権譲渡担保である（近江幸治･前掲書342
頁)。）につき、債権譲渡登記によって対抗力を有することになるとも考え
られる。このことは、集合動産譲渡担保における集合動産が、将来搬入さ
れる動産も含めて契約時の占有改定（動産･債権譲渡特例法により動産譲渡
登記も認められる）によって対抗力を有するということと非常に類似する。
しかも、集合債権は、譲渡担保権実行時までは、債務者に取立権限を付与
しているのと同様に、集合動産は、譲渡担保権実行時までは、債務者に処
分権が認められているのであり、債権譲渡登記と占有改定（動産譲渡登記）
の違いはあるが、形態は良く似ている。この考え方は、債権譲渡登記をし
ない前記４の判例と同様のケースにも当てはめることができると考える。
集合動産譲渡担保における集合物論と対比して、集合債権譲渡担保におけ
る集合債権論ではいかがと思う次第である。(同様に分析論の考え方も集合
債権譲渡担保にあり得ると考え、前記東京高判平16･７･21の考え方は分析論
的考え方となる)。集合債権譲渡担保の命名の頃には、何となく集合債権と
呼称したのが、集合動産譲渡担保の集合物論と比較して、集合債権論を論
じることができるのは、まさに集合債権譲渡担保の学説、判例、実務の積
み重ねによる変遷であり、喜ばしいことである。
八 これからの集合債権譲渡担保
集合債権譲渡担保は、学説、判例、実務、債権譲渡登記制度によって、
それなりの担保として活用できるべく高木多喜男先生のお言葉を借りる
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と、育成されてきたものと考える。譲渡債権の特定、対抗要件、集合債権
譲渡担保の担保としての評価額など、まだまだ開拓し、議論することが必
要な問題点はあり、これからが、さらにスタートとなる時代であると思わ
れる。民法四六七条、民法四六六条二項のあり方についても、再考すべき
時に来ていると思われる。集合債権譲渡担保に特に思い入れが強い私にと
っては、集合債権譲渡担保についても研究を重ねて行きたいと考える。
最後に、限られた時間の中で、集合債権譲渡担保について、雑 な論文
しか書けなかったが、私の譲渡担保の考え方に強く影響を与えて頂いた米
倉明先生に、感謝の意を込めて、本論文を呈上する次第である。
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